
公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合

評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率 備　　考

該当なし

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）



公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることと
した会計法令の根拠条
文及び理由（企画競争

又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

備　　考

該当なし

（注2）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

（注1） 公表対象随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約であ
る旨及び契約金額欄に単価を記載した場合には予定調達総額を記載する。



物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合

評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率 備　　考

トナーカートリッジ等（区分１）の購
入
DocuPrint2000用トナーカートリッジ
34個 ほか28品目

分任契約担当官
関東信越国税不服審判所
管理課長　五十嵐　徹夫
埼玉県さいたま市中央区
新都心1-1
ほか2官署

平成20年10月8日

東京サラヤ株式会社北
関東営業所
埼玉県さいたま市北区
別所町1122-1

一般競争入札

同種の他の契約の予
定価格を類推させる
恐れがあるため公表
しない

@4,351円 ほか －

単価契約
予定調達総額
3,900,620 円
分担契約
分担予定額
54,096円

トナーカートリッジ等（区分２）の購
入
IP3100用インクカートリッジ61個
ほか26品目

分任契約担当官
関東信越国税不服審判所
管理課長　五十嵐　徹夫
埼玉県さいたま市中央区
新都心1-1
ほか2官署

平成20年10月8日

東京サラヤ株式会社北
関東営業所
埼玉県さいたま市北区
別所町1122-1

一般競争入札

同種の他の契約の予
定価格を類推させる
恐れがあるため公表
しない

@546円 ほか －

単価契約
予定調達総額
756,132 円
分担契約
分担予定額
17,805円

トナーカートリッジ等（区分３）の購
入
HL2040用ドラムカートリッジ52個
ほか62品目

分任契約担当官
関東信越国税不服審判所
管理課長　五十嵐　徹夫
埼玉県さいたま市中央区
新都心1-1
ほか2官署

平成20年10月8日

東京サラヤ株式会社北
関東営業所
埼玉県さいたま市北区
別所町1122-1

一般競争入札

同種の他の契約の予
定価格を類推させる
恐れがあるため公表
しない

@4,704円 ほか －

単価契約
予定調達総額
1,122,849 円
分担契約
分担予定額
2,056円

ＰＰＣ用紙の一括調達
A3 242,000枚 ほか3品目

分任契約担当官
金沢国税不服審判所
管理課長　五十里　巧
石川県金沢市新神田4-3-
10
ほか2官署

平成20年10月20日
理光商事株式会社
石川県金沢市問屋町2-
38

一般競争入札

同種の他の契約の予
定価格を類推させる
恐れがあるため公表
しない

＠1.659円 ほか －

単価契約
予定調達総額
13,075,009円
分担契約
分担予定額
119,872円

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）



物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

随意契約によることとした
会計法令の根拠条文及び理
由（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備　　考

該当なし

（注2）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

（注1） 公表対象随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及
び契約金額欄に単価を記載した場合には予定調達総額を記載する。


